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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月21日(火)

学校教育課 担当係 教育指導担当 管理番号 6133小・中学校教科書等整備事業

次代を担う人と文化を育むまち

「生きる力」を育む学校教育の推進

令和2年度

教育費 小学校費

教育費 中学校費

　市内市立小中学校の児童生徒及び教職員

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

9,302,853 5,673,547 84,304,634

教科書、指導書、教材等
の購入副読本の作成

年度別計画

6,655,000 88,807,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

2

　教職員が使用する教科書・指導書・教材を一括購入、また、児童生徒が使用する副読本等を作成して、小・中学校に
配付することにより、学校教育の充実を図るものである。

担当課

県支出金 0 0 693,000 0 0 0

0

0

0

9,302,853

教育振興費

事務事業

1

事業概要

5,411,000

0

0

決算額

国支出金

中項目 1 共に学び成長が実感できるまちづくり

0 0

0 0 0 0

9,575,000

0 0 0 0 0

5,673,547 83,611,634 34,983,090

単位：円

5,379,561

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

13,736,883 10,109,287

4,434,030 4,435,740

0.57 0.57 0.62 0.69 0.23

89,178,454

4,873,820

0.33

2,683,345

8,094,345

5,613,840 1,785,241

40,596,930 7,164,802

令和4年度

4,839,417

540,144

前年度決算額（円）

一般会計

一般会計

目

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

教育基本法第１６条

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

小学校教科書等整備事業

教育振興費 中学校教科書等整備事業

　教職員の教育活動の維持及び授業内容の充実

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　教職員への指導書及び教材等の購入と配付

成果
※何を求めるか

　授業内容の充実

項

作成日

細事業名

令和3年度

事務事業を
構成する
予算事業

34,983,090 5,379,561 0

教科書、指導書、教材等
の購入副読本等の作成、
購入

教科書、指導書、教材等
の購入副読本等の作成、
購入

教科書、指導書、教材等
の購入副読本等の作成、
購入

教科書、指導書、教材等
の購入副読本等の作成、
購入

教科書、指導書、教材等の
購入副読本等の作成、購入

5,411,00035,757,000 6,107,000

本事業の
主な業務

執行体制

教科用図書選定

教科用図書選定会議の開催

社会科副読本編集委員会の開催

社会科副読本の作成

教科書用図書給与事務

進路副読本の選定



100 100

100 100 100 0

実績値

100

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

教職員用指導書配布率
％

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

年度により教職員数は変動するため、目標値の設定はしない/当該年度実績

冊

単
位

9436 2044

評価者 課長補佐兼指導主事　森田　欣也

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

100 100 100

301

29

0

目標値の設定はしない　/　小・中学校配付数

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

資料のデジタル化を図るとともに、紙での配付を行うことで、双方の良さを
活かした活用を進めることができた。

A

A

授業に必要な教職員の教科用図書及び指導書を、１００％配付できた。

成果

29

種類

実績値

目標値

実績値

目標値

3

0

成果指標２

活動指標２

活動指標３

成果指標１

評価理由・指標数値の推移
小・中学校へ教科用図書・指導書及び社会科副読本を目標どおり配布するこ
とができた。

29 0

0

141

3 3 3 3 3

0 1 2

872

小学３・４年生用、５・６年生用、中学１～３年生用の３種　/　当該年度実績

評価評価の観点区分

29 2929

3764 3667

０

29 29

冊

成果指標３

目標値

実績値

区分

教職員指導書・教材購入数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

児童生徒副読本作成種類数

児童生徒副読本配布数道徳読
本

目標値

実績値

教科用図書、指導書及び社会
科副読本を配布した学校数

社会科副読本配付数（概数）

0

校

冊

全小中学校（小学校１９校、中学校１０校）　/　小・中学校配布校数

2894 2783 2750 2775 2364

29 29

年度により生徒児童数は変動するため、目標値の設定はしない　/　当該年度実績

3750 4796 4585 0

目標値

実績値の算出式

29

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 課長補佐兼指導主事　森田　欣也

配布率１００％を目標値とする　/　指導書配布数／小中教職員数

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A

100 100

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

小学校の学級増に伴い必要となった教科用図書及び教師用指導書を購入し、
配布することができた。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 学校教育課長　兵頭　一樹

評価の内容説明

6133事務事業 小・中学校教科書等整備事業 担当課 学校教育課 担当係 教育指導担当 管理番号

区分 活動指標３ 指標名 児童生徒副読本配布数道徳読本

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

区分 成果指標１ 指標名 教科用図書、指導書及び社会科副読本を配布した学校数
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上記を実施するための具体的な取組内容は？


